
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

予算現額
（千円）

3,474

評価

3

1

1

計 3,060 2,614 0 0 446

2臨時
在外選挙人名簿登録申請
等受付事業費

在外選挙人名簿登
録申請等受付(５件)

需用費 2 2

臨時
国民投票投票人名簿ｼｽﾃ
ﾑ構築事業費

システムの構築 委託料 2,612 2,612

446860経常 選挙管理委員会事業
選挙管理委員会の
管理・運営

報酬 446

2,612

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
決算額

（千円）
財源内訳

事
業
概
要

国・県支出金 市債 その他 一般

部局名 選挙管理委員会

課室名 選挙管理委員会

款 項 目

目
的

対
象

選挙管理委員会事業選挙管理委員会費
予算

　○選挙管理委員会事業・・・選挙管理委員会委員４名の管理・運営費

　○国民投票投票人名簿ｼｽﾃﾑ構築事業
　　　平成22年5月18日に施行された「日本国憲法の改正手続きに関する法律」により満18歳以上に国民投票の投票権が生じるなど、現
　　行の選挙法とは違う手続きにより投票の管理執行をする必要があり、その事前準備のためのｼｽﾃﾑ構築事業である。構築するｼｽﾃﾑ
　　には、日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞが行う「投票人名簿調整ｼｽﾃﾑ」と株式会社ﾑｻｼが行う「国民投票対応期日前投票ｼｽﾃﾑ」及び「国民投票対
　　応当日投票ｼｽﾃﾑ」がある。ｼｽﾃﾑ構築に要する経費は、全額国が負担する。　「投票人名簿調整ｼｽﾃﾑ」と「国民投票対応期日前投票
　　ｼｽﾃﾑ」のｼｽﾃﾑ構築は平成21年度から平成22年度の2ヵ年にわたり実施し、平成21年度は国の指示により全体事業のうち設計及び
　　開発相当分65％を実施し、運用ﾃｽﾄ相当分35％を平成22年度に実施した。平成21年度に一括契約し契約額は5,208,000円で債務負担
　　行為の設定を行い平成21年度に3,384,000円、平成22年度1,824,000円で残りの事業を実施した。平成22年度は、「国民投票対応当日
　　投票ｼｽﾃﾑ」のｼｽﾃﾑ構築も787,500円で実施し、総額2,611,500円であった。

　○在外選挙人名簿登録申請等受付事業・・・在外選挙人名簿登録申請等受付事務

選挙管理委員会執行機関から独立し、選挙に関する事務を管理、また選挙が公正に行われることを目的とする

決算書
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事務事業名称目　　　名



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H２４年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

分析

－ －

指標の設定理由

活動内容を見直し、効率的な運営に努める

課題

効率的な委員会の管理・運営

対応（改善点等）

現状維持

方向性

理由

前年並

効率的な委員会の管理・運営
を目指す中で、５か年計画で策
定した削減額の目標は達成し
た

国　　費

そ の 他

一般財源 766

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

事業の方向性

継続

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

法令通りの事務運営を行っているた
め

効果的な運営がなされている

評価内容

効果的な運営がなされている

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 1

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
法令により、市が実施主体であること
が定められているため

法令により、市が実施主体であること
が定められているため

選挙管理委員会の管理・運営事業の
ため

739 446 439

事業費に係る人件費 7,599 7,637 6,088 7,009

うち経常 766 739 446 439

財
源
内
訳

県　　費 580 3,386 2,614

市　　債

分析根拠着眼点

うち経常経費 766 739 446 439

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

1,346 4,125 3,060 439

ｄ

－

c

b
追録の廃
止

－ －

Ｈ２１ Ｈ２２

効率的な委員会の
管理・運営

a
委員研修の
見直し

－ －

成果指標名 単位 活動指標名 単位 Ｈ２０

－－

a 委員研修の見直し ｂ 追録の廃止 ｃ

数値

活
動
指
標 目標 ― 目標 ― 目標 目標

ｄ指標

成
果
指
標

指標名

数値

効率的な委員会の管
理・運営

－

目
標
年
度

－

3

3

1

3

3

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


